
◇◇◇企業版ふるさと納税 制度の概要◇◇◇

◆国から認定された山梨市の事業（地方創生プロジェクト）に対して寄附をした場合に
寄附額の６割を法人関係税から控除する制度です。

◆損金算入（寄附額の約３割）とあわせて最大９割の税の軽減効果があります。
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留意点

○山梨市外に本社がある企業が対象です
○寄附額の下限は１０万円になります
○期間は２０２８年３月末までになります
○個人向けのふるさと納税と異なり返戻品はありません



山梨市の地方創生に向けた事業にご賛同いただき、寄附をご検討いただける
場合は、下記担当までご相談ください。
また、事業の内容や寄附の手続きについて、不明な点がありましたら、お気軽に

お問合せ下さい。

山梨市
https://www.city.yamanashi.yamanashi.jp

山梨市役所
ふるさと納税ブランディング課
〒405-8501 山梨県山梨市小原西８４３
TEL：0553-22-1111 （内2265/2266）
FAX：0553-23-2800
E-mail：furusato@city.yamanashi.lg.jp山梨市 企業版ふるさと納税 検索

山梨市が行う地方創生事業の概要

〇農業の成長産業化

〇強靭な社会システムの確立

〇地方創生を担う人材・組織の育成

〇観光地域づくりの推進 等

①山梨市のしごとを活性化し、安心して働けるようにする事業

〇本市への移住の促進

〇地域ブランディングの推進

〇大学進学を契機とした転出抑制策 等

②東京圏との関係を築き、山梨市への新しいひとの流れをつくる事業

〇まちなかづくりの推進

〇災害に強く安全なまちづくり

〇コンパクト・プラス・ネットワークの推進

〇地域連携の推進 等

④時代に合った地域をつくり安心なくらしを守るとともに、地域を連携する事業

〇個々人の希望をかなえる少子化対策

〇未来を拓く人材の育成

〇地域共生社会の実現

〇多文化共生のまちづくり 等

③結婚・出産・子育ての希望をかなえ、誰もが活躍できる地域をつくる事業


